
資料 １  
2021 年 2 ⽉ 17 ⽇
⽇本原燃株式会社

事業変更許可等と保安規定の記載整理表について

標記の件、各事業で以下の通り整理した。

添付１ 再処理事業所 再処理施設保安規定
事業指定と保安規定の記載整理表 2／9

添付２ 再処理事業所 廃棄物管理施設保安規定
事業許可と保安規定の記載整理表 4／9

添付３ 濃縮・埋設事業所 加⼯施設保安規定
事業変更許可と保安規定の記載整理表 6／9

添付４ 濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定
事業変更許可と保安規定の記載整理表 8／9

1



添付１ 

再処理事業所 再処理施設保安規定 

事業指定と保安規定の記載整理表 

2021年２月17日 

日本原燃株式会社 
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再処理事業所 再処理施設保安規定 

事業指定と保安規定の記載整理表

1 / 1 

保安規定変更箇所 事業指定（本⽂） 事業指定（添付書類） 説明 
第７章 放射線管理 

（線量の評価及び通知） 

第98条 （略） 

２ （略） 

３ 放射線管理課⻑は、放射線業務従事者の線量を別表44に基づいて評価し、別表45に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

ただし、請負事業者等に所属する放射線業務従事者の線量については、請負事業者等が評価した結果を報告させ、別表45 に定める線量限度を超えていな

いことを確認する。 

４、５、６ （略） 

別表45 放射線業務従事者に係る線量限度（第98条関係） 

実効線量限度 
等価線量限度 

眼の⽔晶体 ⽪膚 妊娠中である⼥⼦の腹部表⾯ 

１．100mSv／5年＊１ 
２．50mSv／年＊２ 
３．⼥⼦＊３︓上記１．及び２．に定めるほか、5mSv／3

⽉＊４ 
４．妊娠中である⼥⼦︓上記１．及び２．に定めるほか、

本⼈の申出等により各職位が妊娠の事実を知ったときから出
産するまでの間につき、内部被ばくについて1mSv 

１．100mSv／5年＊１ 

２．50mSv／年＊２ 500mSv／年＊２ 

本⼈の申出等により各職位が妊娠の事
実を知ったときから出産するまでの間につ
き2mSv 

＊１︓平成13年４⽉１⽇以後５年ごとに区分した各期間 
＊２︓４⽉１⽇を始期とする１年間 
＊３︓妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を各職位に書⾯で申し出た者並びに表中４．に該当する者を除く 
＊４︓４⽉１⽇、７⽉１⽇、１０⽉１⽇及び１⽉１⽇を始期とする各３⽉間 

四、再処理施設の位置，構造及び設備並びに再処理の⽅法 
Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 
ロ．再処理施設の⼀般構造 

また，再処理施設は，平常時において，周辺監視区域外の公衆の線量
及び放射線業務従事者の線量が「原⼦炉等規制法」に基づき定められている
線量限度を超えないように設計する。 
〔ページ 9〕 

四、再処理施設の位置，構造及び設備並びに再処理の⽅法 
Ａ．再処理施設の位置，構造及び設備 
チ．放射線管理施設の設備 
(１) 屋内管理⽤の主要な設備の種類 
(ⅳ) 個⼈管理⽤設備 

放射線業務従事者等の線量評価のため，個⼈線量計及びホールボディカ
ウンタを備える。 
〔ページ 312〕 

七、再処理施設における放射線の管理に関する事項 
イ．核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの
管理の⽅法 
(５) 個⼈被ばく管理 

放射線業務従事者の個⼈被ばく管理は，外部被ばくに係る線量当量の測
定及び体外計測等により，線量の評価を⾏うとともに，定期的及び必要に応
じて健康診断を実施し，⾝体的状態を把握することによって⾏う。 

また，放射線業務従事者以外の者で管理区域に⼀時的に⽴ち⼊る者につ
いては，外部被ばくに係る線量当量の測定により管理する。 
〔ページ 506〕 

（添付書類六）
1. 安全設計 
1.1 安全設計の基本⽅針 
1.1.1 安全機能を有する施設に関する基本⽅針 

また，再処理施設は，平常時において，周辺監視区域外の公衆の線量
及び放射線業務従事者の線量が「核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の
規制に関する法律」（以下「原⼦炉等規制法」という。）に基づき定められて
いる線量限度を超えないように設計する。 

〔ページ 6－1－1〕 

（添付書類六）
8. 放射線管理施設 
8.1 設計基準対象の施設 
8.1.4 系統構成及び主要設備 
8.1.4.5 個⼈管理⽤設備 

放射線業務従事者等の線量管理のため，外部被ばくに係る線量当量を
測定する個⼈線量計と，内部被ばくによる線量を評価するためのホールボディ
カウンタを備える。 

〔ページ ６－８－14〕 

（添付書類七）
2. 再処理施設の放射線管理 
2.4 個⼈被ばく管理 
(２) 放射線業務従事者の線量限度 

放射線業務従事者の線量は，「線量告⽰」（第五条及び第七条）に
定められた線量限度を超えないようにする。 

(３) 線量の管理 
放射線業務従事者の線量が，線量限度を超えないよう以下のように管

理する。 
ａ．外部被ばくに係る線量当量の測定 

外部被ばくに係る線量当量の測定は，次のように⾏う。 
(ａ) 放射線業務従事者には，管理区域において，個⼈線量計を着⽤さ

せ，外部被ばくに係る線量当量の積算値を⽇ごと並びに定期的に測定
する。 

また，⾒学者等⼀時的に⽴ち⼊る者には，個⼈線量計により，その
都度外部被ばくに係る線量当量の測定を⾏う。 

(ｂ) 特殊な作業に従事する者に対しては，その作業に応じて適切な測
定器，例えば中性⼦線源取扱いの作業に関しては中性⼦線⽤の個⼈
線量計を着⽤させ，線量当量の測定を⾏う。 

〔ページ 7－2－17〕 

左記のとおり事業指定に記載があり、保安規
定の記載と齟齬はない。 
（外部被ばくに係る線量の評価には、調達に

より管理するガラスバッジ等（受動型線量
計）の個⼈線量計を使⽤） 
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添付２ 

再処理事業所 廃棄物管理施設保安規定 

事業許可と保安規定の記載整理表 

2021年２月17日 

日本原燃株式会社 
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   再処理事業所 廃棄物管理施設保安規定  

事業許可と保安規定の記載整理表 

1 / 1 

 
 

保安規定変更箇所 事業許可（本⽂） 事業許可（添付書類） 説明 
第６章 放射線管理    

（線量の評価及び通知） 
第38 条 （略） 

２ （略） 
３ 放射線管理課⻑は、放射線業務従事者の線量を別表13 に基づいて評価し、別表14 に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

ただし、請負事業者等に所属する放射線業務従事者の線量については、請負事業者等が評価した結果を報告させ、別表14 に定める線量限度を超えてい
ないことを確認する。 

4、５、６ （略） 
 

別表14 放射線業務従事者に係る線量限度（第38条関係） 

実効線量限度 
等価線量限度 

眼の⽔晶体 ⽪ 膚 妊娠中である⼥⼦の腹部表⾯ 

1. 100 mSv／5年＊１ 
2. 50mSv／年＊２ 
3.⼥⼦＊３︓上記1.及び 2.に定めるほか、5mSv

／3⽉＊４ 
4.妊娠中である⼥⼦︓上記 1.及び 2.に定めるほ

か、本⼈の申出等により各職位が妊娠の事実
を知ったときから出産するまでの間につき、内部
被ばくについて1 mSv 

1. 100 mSv／5年＊１ 
2. 50mSv／年＊２ 

 
500mSv／年＊２ 

本⼈の申出等により各職位が妊
娠の事実を知ったときから出産する
までの間につき2 mSv 

＊１︓平成13年４⽉１⽇以後５年ごとに区分した各期間 
＊２︓４⽉１⽇を始期とする１年間 
＊３︓妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を各職位に書⾯で申し出た者並びに表中4.に該当する者を除く 
＊４︓４⽉１⽇、７⽉１⽇、１０⽉１⽇及び１⽉１⽇を始期とする各３⽉間 
 

四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の⽅法 
Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設備 
ロ．廃棄物管理施設の⼀般構造 

また，廃棄物管理施設は，平常時において，周辺監視区域外の線量及
び放射線業務従事者の受ける線量が，「原⼦炉等規制法」に基づき定められ
ている線量限度を超えないように設計する。 
〔ページ ８〕 
 
四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の⽅法 
Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設備 
ヘ．放射線管理施設の設備 
(１) 屋内管理⽤の主要な設備及び機器の種類 
(ⅳ) 個⼈管理⽤設備 

放射線業務従事者等の線量評価のため，個⼈線量計及びホールボディカ
ウンタを備える。 
〔ページ52〕 

（添付書類五） 
1. 安全設計 
1.1 安全設計の基本⽅針 
(１) 平常時において，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事者の受け

る線量が「原⼦炉等規制法」に基づき定められている線量限度を超えないよう
に設計する。 

〔ページ 5－1－1〕 
 
（添付書類五） 
6. 放射線管理施設 
6.2 放射線管理設備 
6.2.4 主要設備 
(４) 個⼈管理⽤設備 

放射線業務従事者等の線量管理のため，外部被ばくによる線量当量を測
定する個⼈線量計を備える。 

また，放射性物質の体内摂取のおそれがある場合は，ホールボディカウン
タにより測定，評価する。 

〔ページ 5－6－8〕 
 
（添付書類六） 
2. 施設の放射線管理 
2.4 個⼈被ばく管理 
(２) 放射線業務従事者の線量限度 

放射線業務従事者の線量は，「線量告⽰」（第５条及び第７条）に
定められた線量限度を超えないようにする。 

(３) 線量の管理 
放射線業務従事者の線量が，線量限度を超えないように以下の管理を

⾏う。 
ａ．外部被ばくに係る線量当量の測定 
(ａ) 放射線業務従事者には，管理区域において，個⼈線量計を着⽤さ

せ，外部被ばくに係る線量当量の積算値を⽇ごと及び定期的に測定す
る。 
また，⾒学者等⼀時的に⽴ち⼊る者には，個⼈線量計により，その

都度外部被ばくに係る線量当量の測定を⾏う。 
(ｂ) 特殊な作業に従事する者に対しては，その作業に応じて適切な個⼈

線量計を着⽤させ，線量当量の測定を⾏う。 
〔ページ 6－２－14〕 
 

左記のとおり事業許可に記載があり、保安規
定の記載と齟齬はない。 
（外部被ばくに係る線量の評価には、調達に

より管理するガラスバッジ等（受動型線量
計）の個⼈線量計を使⽤） 
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添付３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮・埋設事業所 加工施設保安規定 

事業変更許可と保安規定の記載整理表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021年２月17日 

日本原燃株式会社 
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濃縮・埋設事業所 加工施設保安規定 

事業変更許可と保安規定の記載整理表 

 1 / 1 

保安規定変更箇所 事業変更許可（本⽂） 事業変更許可（添付書類） 説明 

第８章 放射線管理    

（線量の評価及び通知） 
第61条 （略） 
２ （略） 
３ 放射線管理課⻑は、放射線業務従事者の線量を別表23に基づいて評価し、別表24に定める線量限度を超えていないことを確認する。 
  ただし、請負事業者等の放射線業務従事者の線量については、請負事業者等が評価した結果を報告させ、別表24に定める線量限度を超えていないことを確認

する。 
  なお、⼀時⽴⼊者については、個⼈線量計により外部被ばくによる線量当量を測定し、線量を評価する。 
４、５、６ （略） 
 
別表24 放射線業務従事者に係る線量限度（第61条関係） 

実効線量限度 
等 価 線 量 限 度 

眼の⽔晶体 ⽪ 膚 妊娠中である⼥⼦の腹部表⾯ 

１．100mSv/5年*1 
２．50mSv/年*2 
３．⼥⼦*3︓上記１．及び２．に定めるほか、

5mSv/3⽉*4 
４．妊娠中である⼥⼦︓上記１．及び２．に定める

ほか、本⼈の申出等により各課⻑が妊娠の事実を知
ったときから出産するまでの間につき、内部被ばくにつ
いて1mSv 

１．100mSv/5年*1 
２．50mSv/年*2 

500mSv/年*2 
本⼈の申出等により各課⻑が妊娠の事実
を知ったときから出産するまでの間につき
2mSv 

＊１︓平成13年4⽉1⽇以後5年ごとに区分した各期間 
＊２︓4⽉1⽇を始期とする1年間 
＊３︓妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を各課⻑に書⾯で申し出た者並びに表中４．に該当する者を除く。 
＊４︓4⽉1⽇、7⽉1⽇、10⽉1⽇及び1⽉1⽇を始期とする各3⽉間 

 

⼀、加⼯施設の位置、構造及び設備 
ロ 加⼯施設の⼀般構造 

また、本施設は、平常時において、周辺監視区域外の公衆の線量及び
従事者の線量が「原⼦炉等規制法」に基づき定められている線量限度を超
えない設計とする。 

〔ページ 別-3〕 
 
 
⼀、加⼯施設の位置、構造及び設備 

ル 放射線管理施設の構造及び設備 
（イ）屋内管理⽤の主要な設備の種類 

(3) 個⼈管理⽤測定設備  
従事者及び⼀時⽴⼊者の個⼈被ばく管理のため、外部被ばくによる

線量当量を測定する個⼈線量計と内部被ばくによる線量を評価するた
めの機器を備える。 

〔ページ 別-66〕 
 
⼀、加⼯施設における放射線の管理に関する事項 

イ 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの
管理の⽅法 

（ハ）個⼈被ばく管理 
従事者の個⼈被ばく管理は、外部被ばくによる線量当量の測定、作

業環境の空気中の放射性物質濃度の測定等により、線量の評価を⾏う
とともに、定期的及び必要に応じて健康診断を実施し、⾝体的状態を把
握することによって⾏う。  

なお、⼀時⽴⼊者については、外部被ばくに係る測定等により管理す
る。 

〔ページ 別-123〕 
 

(添付書類五) 
イ 安全設計の⽅針 
（イ）安全設計の基本⽅針 

また、本施設は、平常時において、周辺監視区域外の公衆の線量及び従
事者の線量が「原⼦炉等規制法」に基づき定められている線量限度を超えな
いように設計する。 

〔ページ 5-1〕 
  
(添付書類五) 
ヘ  その他の安全設計 
（ヌ）放射線管理に対する考慮 

(1) 放射線管理施設 
また、従事者及び⼀時⽴⼊者の外部被ばくに係る線量当量を測定する

個⼈線量計及び内部被ばくによる線量の評価に⽤いる放射能測定装置を
備える設計とする。 

〔ページ 5-95〕 
 
(添付書類六) 
ロ 従事者の個⼈被ばく管理 
（ロ）従事者の線量限度  

従事者の線量が、「核原料物質⼜は核燃料物質の製錬の事業に関する規
則等の規定に基づく線量限度等を定める告⽰（平成27年8⽉31⽇原⼦
⼒規制委員会告⽰第 8 号）」（以下「線量告⽰」という。）に定められた線
量限度を超えないようにする。 

〔ページ 6-1〕 
 
(添付書類六) 
ロ 従事者の個⼈被ばく管理 
（ハ）線量の管理 

(1) 外部被ばくによる線量の管理  
① 従事者には、管理区域内において個⼈線量計を着⽤させ、外部被ばく

による線量当量を測定し、定期的に線量を評価することにより⾏う。  
なお、⼀時⽴⼊者に関しては、個⼈線量計により外部被ばくによる線

量当量を測定し、線量を評価する。 
〔ページ 6-1〕 
 

左記のとおり事業許可に記載があり、保安規
定の記載と齟齬はない。 
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添付４ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定 

事業変更許可と保安規定の記載整理表 
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濃縮・埋設事業所 廃棄物埋設施設保安規定 

事業変更許可と保安規定の記載整理表 

 1 / 1 

保安規定変更箇所 事業変更許可（本⽂） 事業変更許可（添付書類） 説明 

第８章 放射線管理    

（線量の評価及び通知） 
第43条 （略） 
２ （略） 
３ 放射線管理課⻑は、放射線業務従事者の線量を別表13に基づいて評価し、別表13の2に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

ただし、請負事業者等の放射線業務従事者の線量については、請負事業者等が評価した結果を報告させ、別表13 の 2 に定める線量限度を超えていないこ
とを確認する。 

４、５、６ （略） 
 
別表13の2 放射線業務従事者の線量限度（第43条関係） 

実効線量限度 
等価線量限度 

眼の⽔晶体 ⽪膚 妊娠中である⼥⼦の腹部表⾯ 

１．100mSv/5年*1 
２．50mSv/年*2 
３．⼥⼦*3︓上記１．及び２．に定めるほか、

5mSv/3⽉*4 
４．妊娠中である⼥⼦︓上記１．及び２．に定める

ほか、本⼈の申出等により各課⻑が妊娠の事実を知
ったときから出産するまでの間につき、内部被ばくにつ
いて1mSv 

1．100mSv/5年*1 
2．50mSv/年*2 

500mSv/年*2 
本⼈の申出等により各課⻑が妊娠の事実
を知ったときから出産するまでの間につき
2mSv 

＊１︓平成13年4⽉1⽇以後5年ごとに区分した各期間 
＊２︓4⽉1⽇を始期とする1年間 
＊３︓妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を各課⻑に書⾯で申し出た者並びに表中４．に該当するものを除く。 
＊４︓4⽉1⽇、7⽉1⽇、10⽉1⽇及び1⽉1⽇を始期とする各3⽉間 

 
 

ロ 廃棄物埋設施設の⼀般構造 
(2) その他の主要な構造 
 （ⅰ）本施設は、周辺監視区域外の⼀般公衆及び放射線業務従事者の

受ける線量当量が「原⼦炉等規制法」に基づき定められている線量当量
限度を超えないよう適切なしゃへい及び、閉じ込め機能等を考慮する。 

〔ページ 5〕 
 
ヘ 放射線管理施設の設備 
 放射線管理施設（1号及び2号廃棄物埋設施設共⽤、既設）は、「原⼦
炉等規制法」等の関係法令の要求を満⾜し、「基本的考え⽅」に適合するもの
とする。 
(1) 屋内管理⽤の主要な設備及び機器の種類 
 屋内管理⽤の主要な設備及び機器の種類は、次表に⽰すとおりである｡ 

設  備 主要な機器 
個⼈管理⽤測定設備 

（1 号及び2 号廃棄物埋設施
設共⽤、既設） 

個⼈線量当量測定器 

（略） （略） 
 
(2) 屋外管理⽤の主要な放射能測定装置 

屋外管理⽤の主要な設備及び機器の種類は､次表に⽰すとおりである｡ 
設  備 主要な機器 

個⼈管理⽤測定設備 
（1 号及び 2 号廃棄物埋設施
設共⽤、既設） 

個⼈線量当量測定器 

（略） （略） 

〔ページ 9〕 
 
 
 
 

（添付書類五） 
イ 安全設計の⽅針 
(1) 基本⽅針 
 (ｉ) 周辺監視区域外の⼀般公衆及び放射線業務従事者の受ける線量当量が、

「原⼦炉等規制法」に基づき定められている線量当量限度を超えないものとする。 
〔ページ5-1〕 
 
（添付書類五） 
ホ 附属施設 
(4) 放射線管理施設（1号及び2号廃棄物埋設施設共⽤、既設） 
 ( ii ) 放射線管理施設 

本施設に係る放射線管理を適切に実施するため、管理区域を壁、さく等の区
画物によって区画し、放射線業務従事者等の出⼊管理ができるようにするととも
に、エリアモニタ等の放射線モニタを設置する。さらに、放射線業務従事者等の
受ける線量当量等を測定するための個⼈線量当量測定器、放射線サーベイ機
器等の器材を備える。 
（略） 
主要な設備及び機器の種類は、以下に⽰すとおりである。 

a．個⼈管理⽤測定設備（1号及び2号廃棄物埋設施設共⽤、既設） 
 (a) 個⼈線量当量測定器  ⼀式 
（略）  

〔ページ5-15〕 
 
 
 
 
 

 

 
（添付書類六） 
イ 放射線管理 
(2) 廃棄物埋設施設の放射線管理 

(ⅴ) 個⼈の線量当量管理 
本施設の管理区域内に⽴ち⼊る放射線業務従事者の受ける線量当量を測

定し、「線量当量告⽰」に基づく線量当量限度を超えないよう管理する。各種作
業においては、放射線業務従事者等が不必要な放射線を受けないよう管理区
域への出⼊管理、作業⽅法の確⽴等の放射線防護対策に細⼼の注意を払うこ
ととする。 

〔ページ 6－2〕 
 

左記のとおり事業許可に記載があり、保
安規定の記載と齟齬はない。 
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